
　 2015 年 2 月 6 日
　 丸 紅 株 式 会 社

(単位：億円)

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 四 半 期 利 益

非支配持分に帰属する四半期利益

（*1） 「売上高」は、取引形態の如何にかかわりなく当社及び連結子会社の関与する全ての取引を含んでおります。

（*1） 「売上高」及び「営業利益」は、投資家の便宜を考慮し、日本の会計慣行に従った自主的な表示であり、IFRSで求められている表示ではありません。

（*2） 実態営業利益＝売上総利益+販売費及び一般管理費

（*3） 基礎収益＝実態営業利益+支払利息（受取利息控除後）+受取配当金+持分法による投資損益

（*4）　ネットDEレシオ＝連結ネット有利子負債/連結資本

（*5）　2014年3月末の計数は、新会計基準適用後の計数に修正再表示しております。
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2014年度第3四半期連結累計期間　連結決算及び業績予想 (国際会計基準)

2014年度第3四半期連結累計期間　連結決算の概要
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前年同期比

2014年度業績予想
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累計期間

第3四半期
増減率

（%）
損益の状況

-

修正予想
進捗率

（%）
期初予想
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943 571 1,514 1,265 249 1,800

40,845 18,877 59,722 51,868 7,853

1,592 703 2,296 2,183 112

79,946 72,561 7,386

(35,338) (33,110) (2,227)

2015年3月末
見 通 し

-

-

2014年12月末
2014年3月末

(*5)
前年度末比

(44,609) (39,451) (5,158)

連 結 総 資 産

( 流 動 資 産 )

( 非 流 動 資 産 )

連 結 資 本

連 結 有 利 子 負 債

連 結 ネ ッ ト 有 利 子 負 債

34,749 31,824 2,926

30,150 24,910 5,240

17,163 15,312 1,851

2014年度
第3四半期
累計期間

2013年度
第3四半期
累計期間

1.76倍 1.63倍 +0.13ポイントネ ッ ト Ｄ Ｅ レ シ オ (*4)

キャッシュ・フローの状況

209 923

▲ 2,664 ▲ 5,568

▲ 2,873 ▲ 6,491

158 2,743

327 246

2014年度第3四半期累計期間 2013年度第3四半期累計期間

国内 海外 国内 海外

▲ 2,179 ▲ 2,578

124 44 80 112 41 71
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347 120 227 ▲ 10

2,074 507 1,567 2,086 477 1,608 ▲ 11

337 120 217

161 298

▲ 1.3%

2014年度業績予想の概要

461 164 297 459

▲ 43 ▲ 310 ▲ 881

2

▲ 1,235 ▲ 38 ▲ 1,196 ▲ 354

73.1% 73.2% 73.1% 75.6% 74.5% 76.2% ▲ 2.5%

840 469

◎ 2014年度第３四半期に計上した一過性の損失を踏まえ、連結業績予想(親会社の所有者に帰属する当期利益)を期初に公表した2,200億円から1,100億円に下方修正。
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◎ 2014年度の年間配当金は、親会社の所有者に帰属する当期利益が1,100億円となる見込みだが、期初公表通り26円(中間配当金13円実施済み、期末配当金13円)

　 とする予定。

2,900
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（*6）　年間の平均レートを記載しております。

-

17,000程度

-

30,000程度

1.7倍程度

前年同期比

【連結決算の概要】

○ ⑤支払利息（受取利息控除後) ・・・ ▲184億円
前年同期比28億円の悪化となった。
　・支払利息　　　▲295億円 （前年同期比+▲20億円）
　・受取利息　　　▲111億円 （前年同期比▲▲8億円）

○ ⑥受取配当金 ・・・ 229億円
エネルギー案件を中心に前年同期比35億円の増益となった。

○ ⑦有価証券損益 ・・・ ▲76億円

【損益の状況】 ⑧固定資産損益 ・・・ ▲1,413億円
①売上高 ・・・ 10兆5,562億円

　・固定資産評価損　　　　　 ▲1,497億円（前年同期比+▲1,232億円）
　・固定資産売却損益　　　　▲,++84億円（前年同期比+▲+,+60億円）

②売上総利益 ・・・ 5,497億円 ⑨その他の損益 ・・・ 231億円

③販売費及び一般管理費 ・・・ ▲3,983億円 ⑩持分法による投資損益 ・・・ 736億円
持分法による投資損益は前年同期比145億円の減益となった。
主な内訳は以下の通り。
　・海外電力IPP事業 ▲366億円 （前年同期比▲+103億円）

④貸倒引当金繰入額 ・・・ ▲25億円 　・伊藤忠丸紅鉄鋼 ▲111億円 （前年同期比▲++16億円）
前年同期比11億円の悪化となった。 　・チリ銅事業 1▲40億円 （前年同期比+▲180億円）

穀物関連取引の取扱増により、前年同期比7,729億円の増収となっ
た。円安の影響は3,800億円程度の増収。
主な増収セグメントは食料（+6,823億円）。

連結ネット有利子負債は、新規投融資の影響等により、前年度末比
5,240億円増加の3兆150億円となり、この結果、ネットDEレシオは前
年度末比0.13ポイント上昇の1.76倍となった。

カナダ石炭事業における減損損失等により、前年同期比92億円
の悪化となった。

連結資本は、円安による在外営業活動体の換算差額の増加を主因
として、前年度末比1,851億円増加の1兆7,163億円となった。

資源権益及びGavlionにおけるのれんの減損損失計上を主因に、
前年同期比1,172億円の悪化となった。

当第3四半期連結累計期間の親会社の所有者に帰属する四半期利
益は、固定資産の減損損失を主因とした一過性の損失を計上したこ
とにより、前年同期比831億円（▲52%）減益の771億円となった。この
結果、2014年度の修正業績予想1,100億円に対し、進捗率は70%と
なった。

前年同期比599億円の増益となった。円安の影響は160億円程度の
増益。下表参照。

人件費を中心に前年同期比350億円の増加となった。円安の影響は
110億円程度の増加。

米国穀物輸出施設の統合に伴う評価益の計上を主因に、
前年同期比245億円の改善となった。
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280丸紅米国会社での増益及び円安の影響等により、売上総利益、四半期利益ともに
増益。

5,497 599 771 1,602

金利収支の改善等により、四半期利益は増益。▲ 70
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連 結 合 計 4,897
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海外支店・
現地法人

全社及び
消去等

1,326

自動車販売金融事業等の新規投資案件の寄与により、売上総利益が増益になっ
たことに加え、航空機リース事業等の持分法による投資損益の増益により、四半
期利益も増益。

輸送機

電力・インフラ
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ｾｸﾞﾒﾝﾄの状況

売上総利益

95
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情報・金融・
不動産
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食  料

化学品

エネルギー

433
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金属 126

1,372
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265
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主な増減要因

穀物関連取引の取扱増により、売上総利益は増益。米国穀物輸出施設の統合に
伴う評価益を計上したものの、Gavilonにおけるのれんの減損損失計上により、四
半期利益は減益。

石油化学製品の取扱増及び採算改善により、売上総利益は増益となったものの、
Gavilon出資持分の損失取込みにより、四半期利益は減益。

大分メガソーラー発電事業の操業開始に伴う増益等があったものの、石油・ガス開
発分野における生産量減少により、売上総利益は減益。また、持分法による投資
損益の悪化及び固定資産に係る減損損失の計上により、四半期利益も減益。

親会社の所有者に帰属する四半期利益

パルプ事業の採算悪化等により、売上総利益、四半期利益ともに減益。

アルミ関連事業の増益を主因に、売上総利益が増益となったものの、前年同期に
負ののれんの利益計上があったことの反動及び、海外の石炭並びに銅事業にお
ける減損損失の計上により、四半期利益は減益。

当四半期
累計期間

前年同期 増　減

▲ 80

▲ 48

▲ 320

▲ 425

311

50

▲ 20

23

当四半期
累計期間

前年同期 増　減

英国電力コンソリデーション事業の増益等を主因として、売上総利益が増益になっ
たことに加え、海外電力IPP事業の持分法による投資損益が増益となったものの、
固定資産損益の悪化等により、四半期利益は減益。

環境・産業機械案件の取扱高減少により、売上総利益は減益。また、海外インフラ
工事案件に係る損失処理に伴い、四半期利益も減益。

150

280

54

255 0 ▲ 90

90 ▲ 20

220 0

0

国内携帯電話販売子会社の寄与及び国内マンション竣工による増益の影響によ
り、売上総利益が増益になったことに加え、有価証券損益の増益により、四半期利
益も増益。

▲ 95

143

90 90

▲ 831

プラント

ライフスタイル・
紙パルプ

親会社の所有者に帰属する当期利益

通期
修正予想

増　減

80 ▲ 390

20 ▲ 90

310 40

▲ 90 ▲ 490

▲ 140 ▲ 150

240 0

1,100 ▲ 1,100

<本資料に含まれる予想については、本資料の発表日現在における入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係わる仮定を前提としております。>


